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正念場の温暖化戦略　京都議定書から何を学ぶか
次期枠組みはプレッジ・アンド・レビューで
山口光恒

東京大学先端科学技術研究センター客員教授

６月６日からドイツで開催されるＧ８サミットでは温暖化問題が重要なテーマとして論議される見込みであり、日本政府はこの対応に追われている。京都議定書の第１約束期間が始まる来年のＧ８は日本で開催され、ここでは京都議定書以後の国際枠組み（ポスト京都の枠組み）について突っ込んだ議論が交わされることは必定である。こうした緊迫した状況の中で日本はどのような戦略で臨むべきか。ポイントは国益と地球益の一致である。先ず京都議定書の本質を振り返ったあとで、日本の京都議定書目標達成策について論じる。続いてポスト京都の枠組みを提案する。

はじめに　地球規模の温暖化対策は不可避

　地球温暖化（以下温暖化）問題は1980年代後半から世界の関心を集めるようになったが、この流れを決定的にしたのが1990年に発表されたIPCC（気候変動に関する政府間パネル）第１次報告書である。これは温暖化に関する世界の専門家が共同執筆した報告書であるが、ここでは特段の対策をとらない場合2100年までに平均気温が３℃上昇し海面が65cm上昇する（但し数字は中位のもの）との予測が示され、更に大気中の温室効果ガス（グリーンハウス・ガス、以下GHG）濃度を現在の水準に抑えるには直ちにその排出量を60%削減することが必要であるとの衝撃的な見通しが示された。IPCCではその後も5－6年に１度の割合で報告書を公表し本年は第４次報告書の発表が予定されている。こうした研究により温暖化の原因は人為的なものであること、GHGあるいは気温の安定化にはGHG排出量の大幅削減が必要であること、他方で濃度と気温上昇の関係等重要な要因については依然として多くの不確実性があることが明らかにされつつある。
　IPCC第１次報告の結果を受けて1992年には国連気候変動枠組み条約が締結され、この条約に基き1997年に京都議定書が締結され、2005年に発効した。正に温暖化への国際共同取り組みの記念すべき第１歩を記したのである。この内容は先進国（当時のOECD加盟国及び旧ソ連東欧諸国）に平均5.2%の排出削減義務を課したこと（期間は2008年から2012年の５年間の平均、基準年は1990年）、義務遵守を容易にするため国際排出権取引を含む京都メカニズムを導入したことなどである。この結果日・米・EUはそれぞれ6%、7%、8%の削減義務を負った。
　日本は当時京都会議のホスト国として合意を得るために譲歩を重ね、最終的に上記内容で決着した時には日本の都市の名前を冠した国際条約として日本中が沸き立った。しかしその後の動きを見ると京都議定書の下で日本が負った義務が年と共に重みを増しているのが現状である。
１、京都議定書のどこが問題か

先ず京都議定書の問題点とその日本にとっての意味を明らかにしよう。

1） 参加国の排出量は世界の１／３
　上述の通り京都議定書で排出削減・抑制の義務を負ったのは先進国のみである。これは気候変動枠組み条約に「共通だが差異のある責任」という原則があるためである。温暖化は地球規模の問題でありその対策には全世界で取り組む必要があるが、元をただせばGHG排出の主たる責任は先進国にある。従って特に先進国に重い責任を課すということである。この原則を楯に中国を中心とした途上国が一切の数値目標を負うことを拒否した結果、先進国のみが義務を負うこととなった。
　その後アメリカとオーストラリアが離脱した結果、排出削減・抑制の義務を負う国の排出量は世界の１／３にすぎない。京都議定書最終年の2012年には削減義務を負っていない途上国からのCO2排出量がOECD諸国合計を上回ると予測されており、中国がアメリカを抜いて世界最大の排出国となるのも時間の問題である。この意味で京都議定書の効果は極めて限定的である。
2） 結果責任
京都議定書では先進国のGHG排出絶対量にCap（上限値）を課している。風力など再生可能エネルギーの利用により経済活動と排出量の連鎖を断ち切る努力が続けられているとはいえ、依然として排出量は経済活動に大きく影響される。こうした中で国として将来の排出絶対量をコミットするということは、場合によっては経済成長に対する大きな制約要因になるのを容認するということである。また、削減努力をしても経済成長率が高ければ排出増につながり目標達成は困難になる。逆に何の対策をとらなくても経済が落ち込めば排出量が減り易々と目標を達成できる。つまり結果責任である。
　加えてアメリカや中国をはじめとする途上国はCapを課されていない。域内貿易の比重が高い欧州連合（EU）と異なり日本の企業はアメリカやアジアの企業が直接の競争相手であり、競争上の不利は明らかである。この結果日本全体の排出量の削減が予定通り進まなければ最後の手段は企業の海外移転である。これにより日本が目標を達成したといって喜ぶ人はいないだろう。
　更に加盟国が義務不履行になれば罰則が適用されるのに対し、非加盟国には何らの罰則もない。この点も通常の環境条約と著しく異なる点である。
３）排出権取引と初期割り当て
　国際排出権取引は削減費用の高い国が安い国から排出権を購入することで全体としてのコストを最小化する制度である。しかし初期配分の公平性に問題がある。

京都議定書の下での初期配分（削減率）は既述の通り日本－６％、アメリカ－７％、EU－８％で、一見日本の削減率が低く、この目標は日本に有利に見える。しかし、オイルショック以降日本は省エネにつとめた結果、日本のエネルギー効率は世界最高水準にある。つまりこれ以上の効率向上は大きなコストを伴う。IPCCによると京都議定書目標を国内対策のみで達成する（限界）費用は日本が最も高い（表１、数字は10のモデルの中央値）。初期配分は明らかに日本にとり不公平である。
（表１）先進国間の限界削減費用の相違　単位ドル／ｔCO2　（1990年価格）

	
	排出権取引なし

	日本
	90

	ヨーロッパ
	57

	アメリカ
	49


　日本と対極にあるのがEUである。既述の通り1990年が基準年とされたがこの年は東西ドイツ統合の年であり、エネルギー効率の悪い旧東ドイツの工場を新鋭のそれに建て替えるだけでいくらでも削減の余地があった。イギリスにおいてもエネルギー自由化が始まった年であり、従来の石炭保護政策の転換で天然ガスへの移行が急速に進んだ。この結果EU内の２大排出国であるドイツが－17.5%、イギリスが－14.1%の大幅減少となっている（2004年、これに対して日本の2005年度排出量は＋8.1%）。すなわちEUはスタート地点で予め大幅な貯金を持っていたのである。
２、我が国の京都議定書目標達成戦略

１）目標達成は至難の業
　上記の通り様々な問題点を抱える京都議定書であるが、これを批准した日本としては整斉と議定書上の義務（目標達成）を果たすのみである。この見通しはどうか。実は極めて困難というのが大方の専門家の見方である。
　日本政府はこれまでに２度も目標達成計画の改定をしている。最初の計画は京都議定書翌年に策定された「地球温暖化対策推進大綱（第１次大綱）」で、特段の対策をとらない場合GHGの約85%を占めるエネルギー起源CO２排出量が20%も増加するところを産業、運輸、業務等全部門での対策導入により1990年水準に抑え、不足分は京都メカニズム、森林等CO２吸収源、それに具体性はないが革新的技術開発等によって埋め合わせるという内容である（表２の右の欄）。
　第１次大綱の実現を図るために政府は自動車や家電に燃費或いはエネルギー効率に関するトップランナー方式を導入した。産業界は京都会議の半年前に経団連を中心に温暖化対策自主行動計画を立ち上げ、2010年のCO２排出量を1990年のそれと同水準とすることを申し合わせ、この内容がその後国の計画に組み込まれた。
　こうした努力にもかかわらず、目標達成が困難な状況になり、2002年に新たな大綱を策定した（第２次大綱）。ここではトップランナー基準適用機器の拡大、同基準適合車の加速的導入、電力分野での新エネルギー（風力など）利用義務の導入などが盛り込まれ、同年関係法が制定・改訂された。第２次大綱に際しては基本的考え方が示され、その中の一つとして環境と経済の両立が明記された。
　2004年の第２次大綱の見直しで、再びこれまでの対策では目標達成が困難であることが明らかになり、京都議定書が発効した2005年に京都議定書目標達成計画（以下達成計画）を策定し目標必達を期した。第２次大綱までは対策の中心が産業部門や自動車・家電など特定機器を対象としたものであったが、達成計画はオフィスや家庭部門に切り込み、都市や社会システムの変革といった社会構造そのものを省CO2型に変える施策が目白押しである。このように次々と対策を強化してきたにもかかわらず2005年度のGHG排出量は基準年を8.1%も超過しており、これに最近の原子力発電にかかわる不祥事も加わり、目標達成はより困難となっている。今年は達成計画見直しが必至の状況である。
（表２）第１次、第２次大綱および議定書目標達成計画の比較

	
	達成計画
2005年
	第２次大綱

2002年
	第１次大綱
1998年

	エネルギー起源CO２
	+0.6%
	±0.0%
	±0.0%

	　メタン、N2O,非エネルギー起源CO2
	 ‐1.2%
	‐0.5%
	‐0.5%

	革新的技術開発、ライフスタイルの見直し
	―
	‐2.0%注
	‐2.0%

	代替フロン等
	 +0.1%
	＋2.0%
	＋2.0%

	吸収源
	‐3.9%
	‐3.9%
	‐3.7%

	京都メカニズム
	‐1.6%
	‐1.6%
	‐1.8%

	合計
	‐6.0%
	‐6.0%
	‐6.0%


注　革新的技術開発－0.6%、ライフスタイルの見直し－1.0～1.5%。達成計画ではエネルギー起源CO２に統合された

２）なぜ達成できないのか

　上記の通り何度も改訂を行いながら都度達成が困難になる最大の理由は、日本の初期配分が不当に厳しく、従って遵守費用が高いからである。基準年が1990年であることはＥＵに有利であった（遵守コストが相対的に安い）ことは既に述べたが、この結果ＥＵでは目標達成に３億トン強の削減が必要であるのに対し、トンあたり（限界）削減費用が20ユーロ以下の対策だけで約７億トンも削減可能な状況である。これに対して日本の達成計画はそこに列挙された「全て」の対策をいくらかかっても導入し、しかも計算通り効果が発揮されたときに漸く目標達成が可能となるのである。EUのような余裕は全くない。仮に最小コストでの目標達成計画を実現できたとしても、表１で示したように日本のコストは明らかに高い。繰り返すが、日本が目標を達成できないのは、初期配分が不当に厳しいからである。京都議定書交渉自体は一種のフィーバーの中で行われ、更にエネルギー・経済担当大臣の出席なしに決着が図られたという背景は考慮する必要があるが、批准の是非を論議した2002年の国会論議で批准に伴うコスト論議が全く出なかったことは理解できないところである。国民の代表である国会議員にその意識が無く、しかも国民がそのことを追求しない。本来この時点で日本の初期配分の不当性と高コストを明らかにし、批准の是非を国民に問うべきであった。将来枠組みでは２度と同様の誤りを犯してはならない。
　とはいえ、日本の計画にも問題がある。目標達成計画には多数の対策とその効果が列挙されている。しかしそれら対策のコストは不明である。これが分かれば全体としてのコストが高い中でも、安い対策から実施することも可能であるが、これが出来ないためにますます高コストとなる。例えばコストが高いと思われる吸収源対策（植林や土地利用によるCO2吸収）がなぜ京都メカニズムの2.5倍となっているのかは理解不能である（表２）。対策の中心を担う民間部門にせよ政府にしても、「コスト無視」で温暖化対策を進めるなどということは非現実的である。この方式で今年も達成計画の見直しを行う限り、再びその計画が破綻することは不可避である。環境と経済の両立を謳っている以上、本年の達成計画見直しに際しては「最小コストでの目標達成」を一つの有力は判断基準とすることを強く提案する。
3） 目標達成不可能な場合どうするか－形式的遵守は避けよ
　日本の目標達成の見通しは厳しいが、海外でのGHG削減プロジェクトも加えて最大限努力した上で目標達成が困難な場合どうすべきか。答えは二つしかない。一つはロシアやウクライナから「ホットエアー（後述）」を購入してつじつまを合わせること、二つは不遵守の選択、である。
　京都議定書の排出枠初期配分においてロシアとウクライナの両国は基準年と同量の枠を与えられた。周知の通り1989年のベルリンの壁崩壊を引き金に始まった旧ソ連の崩壊で、（京都議定書交渉が行われた）1997年当時のロシアとウクライナの経済状況は1990年に比べて大幅に悪化しており、これに伴い排出量も30%以上減少していた。それにもかかわらず100%の枠を与えたのである。こうした国は何の削減努力もせずに余剰分（これをホットエアーという）を売ることが出来る。そもそも国際排出権取引とは相手国の方が自国より削減費用が安いときに、相手国に削減費用を支払って相手国で削減してもらうことで両国ともメリットを受け、且つ世界全体の削減費用が最小化する制度である。しかしホットエアーがあると、特段の削減努力をしなくても排出枠が余る。これを日本が購入して目標を達成するというのが第一の説である。これを筆者は「形式的遵守」と呼んでいる。この取引の結果ロシアでの追加的排出削減は行われないにもかかわらず、日本の納税者の資金が日ソ中立条約を破棄したロシアに流れる。しかもその理由は単にロシアへの初期配分が過剰であっただけである。
この場合でも日本が遵守することで国際的な評価を得られるのであればロシアに流れる税金はそれなりの意味があるが、ホットエアー購入による形式的遵守は海外で全く評価されない。日本以上に京都議定書目標達成が絶望的なカナダでさえ、ホットエアーを購入しないことを明言している。欧州でも相手国での実質的な削減を伴わないホットエアーの売買を評価する声はない。上記から筆者はホットエアー購入による形式的遵守はとらない。
　筆者の考えは、日本が全力で目標達成に努めるが、どうしても目標達成が困難であればその重みを受け止めた上で、不遵守を選択するというものである。しかしこの場合、日本は世界に向けてこれまで実施してきた対策を説明する責任を負う。もしその内容が世界の理解を得られないようないい加減なものであれば、激しい批判を甘受しなければならない。しかしその内容が世界どの国からみてもこれ以上は無理だと思われるところまでやっていれば、国際理解は必ず得られるというのが世界多方面のリーダーと接触した筆者の感触である。ここまでやって達成できないのはそもそも目標、即ち初期配分に問題があるのである。
　日本が最終的に不遵守を選択せざるを得ない場合、世界の理解を得るために下記は必須の条件である。まず、日本の主要エネルギー集約業種（鉄鋼、電力、セメント、化学、紙・パなど）のエネルギー効率が世界最高水準であることである。この事実を国際エネルギー機関（IEA）や経済開発協力機構（OECD）など国際機関の統計で示すことが重要である。日本がこの水準に達していながら目標を達成できないとしたら、目標そのものが公正ではなかったとの理解が得られるであろう。世界のオピニオンリーダーの一致した見解は、数値として目標を達成できたかどうかという点よりも何をどこまでやったかという点である。日本は目標達成を至上命令と理解し、目標未達の場合には今後日本はリーダーシップを発揮できないとの見方が多いが、これは誤りである。この点に関しては日本の常識と世界の常識にずれがある点を認識すべきである。
　次は産業部門以外の対策である。2005年のエネルギー起源CO2排出量をみると業務部門（基準年比42.2%増）、次いで家庭部門（同37.4%増）が高い伸びを示している。業務部門にはスーパー、デパート、病院、金融、官公庁など多様な業態を含むが、これら部門からの排出量が約４割と大きい割には対策が不十分であった嫌いがある。政府審議会によるヒアリングに出席してみても産業部門に比べるとまだまだ削減・抑制の余地はある。欧州でもこの分野で手を打ち始めており、日本としてもこの分野での政策強化は（目標未達の場合の世界への説明責任という意味でも）必須である。最近EU排出権取引類似の国内制度を導入すべきとの論が散見されるが、産業部門が自主行動計画で成果を挙げているなかで、これはむしろ業務部門の対策の一つとして考えるべきものである。
３、ポスト京都の国際枠組み
　最後にポスト京都の枠組みに関する筆者の意見を述べる。
１）合意のない温暖化対策の目標

　既述の通り、温暖化問題は人類の将来にとって喫緊の課題であり、地球規模で対策を講じなければ大きな損害を避けられない。ではどこまで対策をとるべきか、といった途端に議論百出となる。例えば温暖化は好ましくないので現在の気温を維持すべきであると主張しても、これは不可能なのである。なぜなら過去の人類の活動で排出したGHGが大気中にストックとして残存しこれが将来の気温上昇を引き起こすからである。
1992年の気候変動枠組み条約で、温暖化対策の究極目標は気候系に対して「危険な人為的干渉」を及ぼさない濃度での安定化、と規定されている。ではこの濃度はどの程度か、これについて現在に至るも国際合意はない。つまり温暖化に伴う損害は極力抑制しなければならないが、どの程度に抑制するのが最適かについての合意がないのである。
温暖化対策の目標についてはもう１点困難な問題がある。それは濃度と気温の関係である。条約上の目標は「濃度」の安定化であるが、EUでは1996年以来「気温」上昇幅を工業化以前に比べて２℃以内に抑えるとの目標を立てている。濃度にせよ気温にせよ究極的には損害を一定範囲に抑えるための目標である。因果関係としては濃度上昇→気温上昇→損害発生の順であり、もしこの関係が直線的なものであれば濃度でも気温でも同じである。しかし濃度と気温上昇の間には大きな不確実性が存在する。最新の研究結果でも濃度が２倍になった場合の気温上昇幅（これを気候感度という）は２℃～4.5℃とされている。つまりEUのように気温を目標に据えるとその気温上昇幅以内に抑えるための濃度の幅が極めて大きくなってしまう。我々の経済活動はGHG排出量の変化を通して濃度と強いつながりを持つ。EU方式だとGHG排出量をどの程度に抑えれば適切かが特定できない。他方濃度目標の場合はGHG排出量をどの程度にすればよいかがかなりよく分かる反面、その濃度で安定化したときの温暖化の程度に大きな幅が出来てしまう。このようにどちらを目標としても長短両面があるが、我々が制御可能な目標という意味では濃度目標が好ましい。昨年10月に発表され世界中から大きな関心を寄せられたイギリスのスターンレビューでも、こうした観点から濃度目標を採用している。
しかし目指すべき濃度に関する国際合意がない。こうした中で、従来は特段の根拠はないがそれ以下を目指すにはあまりにもコストが高すぎるという理由で550ppmという数字がベンチマークになっていたが（厳密に言えばCO2濃度とCO2等価濃度の区別が必要であるが、ここでは省略する）、EUはこれでは不十分であり更に引き下げるべきと主張している。勿論濃度は低い方が好ましいが、低い目標を掲げるほどコストが逓増する。本来であればある濃度で安定化するのに要する費用（経済へのマイナス）とそれにより回避される損害（費用をかけることによって生じる便益）が等しくなるまで対策を打つのが好ましい（費用便益分析の考え方）。しかし回避される損害の中には市場価値のあるもの以外に人命や生態系の破壊といった非市場価値も含まれており、計算不能である。更に費用は現時点で生じるが損害回避の便益は例えば100年後に生じる。100年後の便益を今日の価値に引き直すためには所定の割引率で割り引かねばならないが、これについての合意もない。こうした状況でポスト京都の枠組み交渉が開始されているのである。こうした中で日本はいかなる戦略で交渉に臨むべきか。
２）適応を勘案した濃度目標の策定
　対策の程度は目指すべき濃度目標によって決まる。日本として究極の濃度はどの程度であるべきかの議論を早急に詰め、これを世界に発信していくことである。現在世界で議論されている濃度の幅は450－550ppmの間である。既述の通りこのどれが費用と便益のかねあいで最適かの計算は出来ないので、それぞれの濃度に応じた損害予想幅（必ずしも金銭で評価されない損害も含む）とその濃度実現のためのコストを明らかにした上で、政治判断でどこを目指すべきかを決めることである。この際注意すべきは温暖化問題には未だに大きな不確実性があるということである。IPCC報告書でもこの点は随所に指摘がある。温暖化対策のリスクとしては対策不足のリスク（不可逆な損害の発生）と対策過剰のリスク（経済への過大な悪影響）の両面がある。この点も十分に勘案することが必要である。
　もう１点、忘れてならないのは適応との組み合わせである。従来濃度目標達成の方策としてGHG排出をいかに削減するか（緩和策）の検討が大半であった。他方温暖化による損害（例えば海面上昇）に備えて対策を打つ（堤防を作る）という適応措置は緩和とは切り離して考えられていた。濃度目標を決めるというのは損害を一定範囲に抑えるためであるが、適応策が進めば同じ濃度でも損害が少なくなる。換言すると、同じ損害を引き起こす濃度が上方に引き上げられる。このことは緩和コストの削減に直結する。勿論適応策を進めるにもコストがかかるが、もし適応のコストが緩和対策が緩くなることによる費用減よりも少なければ、この方が良い。このためには適応対策のコストとその濃度目標に与える影響、加えてそれによる緩和費用の減少の研究が必要である。また、この際、適応は狭い範囲で効果を生じるが緩和は地球全体に効果を及ぼすという点を考慮することも忘れてはならない。こうした点も十分考慮した上で、日本は適応を考慮した合理的濃度目標を策定し、そこに至る排出経路を添えてこれを世界に発信していくことが必要である。
３）次期枠組みはプレッジ・アンド・レビューで
　次にこの濃度実現のためのポスト京都の枠組みとしてどのようなものを目指すべきか。IPCC第３作業部会報告書には多様な提案が示されているが、どのような枠組みとなろうとも絶対に必要な条件はアメリカ（及び主要途上国）が何らかの意味で排出削減・抑制の義務を負って参加することである。世界一の排出国アメリカが抜けたままでは途上国が自ら義務を負うことはあり得ない。この意味で絶対に必要なのはアメリカの参加である。この観点に立つと現行の京都議定書を延長する形での新たな枠組みは考えられない。そもそもアメリカが京都議定書から離脱したのはクリントン－ゴア時代に有効な手を打たなかったため排出量が増加し続け、事実上削減約束の履行が不可能になったからである。EUは本年３月の閣僚理事会で2020年までに３割、2050年までに５割の地球規模でのGHG排出削減が必要との方針を決め、これに基づいて国際交渉に臨んでくる。仮にこの案に乗るとしたら日本もアメリカもポスト京都で大幅削減が必須である。京都目標でさえ到底達成不可能なアメリカがこれを上回る厳しい目標に合意するとはとても思えない。アメリカ議会に温暖化関連法案がいくつか出されており、このうち国として総量規制を課す内容のものは２件ある（ボクサー・サンダース案及びケリー・スノウ案）。これらはいずれも長期的には大幅削減を謳うものの、短期でみると両案とも2020年に1990年水準に戻すというものでEU案とは全くかみ合っていない。他方、アメリカを引き込むためにアメリカだけ緩い目標を与え、日本とEUが厳しい目標を負うという案は競争力の観点から日本、EU共に受け入れられるものではない。
　紙面の関係から詳細検討は省くが、アメリカの参加を絶対条件とした場合、唯一考えられるのは各国が自国で出来る範囲で政策導入を誓い（プレッジ）、その結果を他国が事後的に審査する（レビュー）という合意である。但し筆者の案は政策のプレッジの時点でそれに伴う効果を参考数値で示し、全ての国のプレッジの内容とそれに伴う削減効果を条約事務局が集計の上発表し、専門家やNGOの意見も聞きつつそれが不十分であれば再度各国に一層の努力を促すというものである。この場合初期段階では甘い目標になる可能性が高いと思う。しかしこの体制でアメリカや中国など主要途上国が参加していれば、最新の科学的知見を踏まえた見直しも彼らと一緒に行うことが出来る。京都議定書で削減・抑制義務を負っている国の排出量の割合は現在の１／３から５０年後には１／５にまで減少する。一方、2020年に日本とEUが30%削減するのと同じ効果は世界全体が7.7%削減するだけで得られる。参加国が多ければそれだけ少ない努力で同じ効果が得られることを考えると、長期的にはアメリカ（及び主要途上国）の参加を得たプレッジ・アンド・レビューの方が現実的且つ効果的であろう。
４）技術革新を誘発する長期目標
　目標として世界が合意する濃度安定化水準がどこであれ、その実現のためには長期にわたるGHG大幅削減が必要とされる。このための方策としてGHGを一切排出しない再生可能エネルギーへの転換が最善であるが、経済性や安定供給の観点を考えると引き続き化石燃料に頼った経済活動が主流にならざるを得ない。こうしたことから最近頓に脚光を浴びている技術に炭素回収・貯留がある。これは排出されるCO2を現場で捕捉し地中（あるいは海洋）深く埋め込むというものだが、こうした手段も使わない限り大幅削減は難しいのが現状である。しかしこうした技術は一部を除いて揺籃期にある。
　上記からポスト京都の枠組みの判断基準としてそれが革新的技術開発の促進を誘発するかどうかという観点を加える必要がある。この点に関し（財）地球環境産業技術研究機構（RITE）システム研究グループの秋元グループリーダーによる興味深い研究がある。それによれば50年後の排出量目標のみを与えられそこに向けて最適経路で排出量を削減するケース（長期目標ケース）と、50年後の目標は同じであるが10年ごとの短期目標の繰り返しで50年後の目標に到達するケース（短期目標ケース）をモデルで比較したところ、短期目標では目先が安価な技術が先行するのに対し、長期目標では導入コストはかなり高いが技術の習熟効果により長期的には安価となる技術（例えば風力発電など）が採用されることが明らかになった。加えて、削減コストも後者の方が相対的に安い。この結果の意味するところは革新的技術を誘発する枠組みは長期のものである必要があるということである。
　ポスト京都の国際枠組みは上記の通り長期目標（例えば地球規模での2050年の排出量上限など）で合意（プレッジ）することが望ましい。しかし現実問題として50年先の目標のみでは国も企業も動かないであろう。妥協としてそこに向けての短期目標も必要になる。手順としては先ず濃度目標の合意、次いでそこに向けた排出経路と50年後の地球全体での排出目標、そして10－20年の地球規模での短期目標の設定である。ここまで合意できたところでこの短期目標達成手段の議論となる。
　第１段階の手段として有力なのは部門別既存技術の普及促進である。まず前者であるが、これについてはすでにアメリカ主導で「クリーン開発と気候に関するアジア太平洋パートナーシップ」が始まっている。これは日本及び排出削減義務を負っていない米・中・印・豪・韓の６カ国による発電、鉄鋼、再生可能エネルギーなど８つの分野での技術協力を中心とする国際協力枠組みであるが、この効果につきやはりRITE秋元氏による研究がある。それによると６カ国のみでしかも発電、鉄鋼、セメントの３分野のみを対象にエネルギー効率を日本基準（あるいはその前後）にそろえることで、現在の京都議定書がそのまま2030年まで延長されるのとほぼ同様の削減効果を（しかも安く）得られる。これを他の分野にも広げ、且つ他の国に拡大すればそれだけで相当な効果が見込める。日本の省エネ技術水準は世界最高水準にあるといわれており、そうであれば第１段階としてセクター別省エネベンチマーク基準の促進は日本企業のビジネスチャンスともなり、まさに国益と地球益の両方に合致するものである。

　もう１点はエネルギー環境補助金の廃止である。世界には石炭保護等の理由で多額のエネルギー補助金が支出されている。これは資源の効率的利用を妨げると共に、環境破壊を促進している。国際エネルギー機関の試算では中国、ロシア、インド等8カ国でこうした補助金を廃止した場合、世界全体のCO2排出量が4.6%削減される。

　長期目標の下での短期の第１段階目標としては、この２つを中心にプレッジアンドレビューで削減を目指してはどうかと筆者は考えている。
４、温暖化の優先順位
　ここまでは専ら温暖化対策を論じ、必要に応じて経済との両立に触れてきた。しかしここで忘れてならないことは世の中には温暖化以外にも重要な案件が多数あるということである。その第１はエネルギー安全保障（あるいはエネルギー安定供給）である。中近東の政治的不安定性、加えて特に最近はロシアの天然ガス供給停止やサハリン２プロジェクトへの介入などにより、エネルギー安全保障問題に対する関心が頓に高まっている。ブッシュ大統領が本年１月の年頭教書で10年間でガソリン20%削減を打ち出したが、これも温暖化と言うよりはむしろエネルギー問題を念頭に置いたものである。化石燃料のうちこの面で最も安定しているのは石炭である。日本からみても最大の石炭輸入国であるオーストラリアは政治的に最も安定している国である。反面石炭への傾斜はCO2排出を増大させる。長期的にはともかく現下の問題としてどちらが緊急かと言えば、おそらく世界の政治家はエネルギー安定供給と答えるだろう。勿論省エネのようにこの両方に好影響を及ぼす対策もあるが、温暖化対策を考える場合、エネルギー安定供給を切り離して論議することは出来ない。クリーンコールテクノロジーなどの技術開発に期待するところ大である。
　もう１点、2000年の国連総会において世界が共同して対処すべき問題として貧困、病気、持続可能な発展など８項目からなるミレニアム・デベロプメント・ゴールが採択された。

　世界の資源（資金、人材、技術等）は有限であり、この全てに十分な対応は出来ない。あれもこれもではなく、あれかこれかの選択である。即ち、温暖化以外に資源を割くことはその分温暖化に資源が配分されなくなることであり、逆も真である。こうした点を十分承知の上で、それでは温暖化とその他の重要案件への資源配分をどうするのかとの問いに答えねばならない。要は温暖化だけの解決を目指す対策は必ずしも最適な政策ではないかもしれないということを心の片隅に常に持つこと、政策決定者にはこの心構えが必要であることを強調して結びとしたい。
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